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６，０００万円 ５，０００万円 制度の廃止 －
そ の 他 ⑤ 仕入税額控除 帳簿方式 － 請求書等保存方式 －
⑥ 価格表示 － － － 総額表示の義務化
（出所）財務省資料等より作成





















消 費 税 所 得 税


























































































































区 分 事 業 者 数 構 成 比
万者 ％
免 税 事 業 者 ３７８ ６１．８
課税事業者（課税売上階級）
～３，０００万 円 ２９ ４．７
～ １ 億 円 １０６ １７．４
～ ２ 億 円 ４１ ６．６
～ ２ 億 円 超 ５８ ９．５
小 計 ２３３ ３８．２






国 名 事業者免税点制度等 簡易課税制度等



























































































第 j 産業第 i 資本金区分の事業者が消費者から預かる消費税額を Tij，課税売上高を Sij，課税仕入




平 野 正 樹５３６
－１７４－
まず，課税売上高は課税仕入高と付加価値額との合計で表されるので，





となる。このとき，事業者が消費者から預かる消費税額 Tij は，税率を t とすると，








 Sij t  Tij ’
となり，益税は発生しない。益税が発生するのは，Tij Tijとなる場合，すなわち事業者が消費者か










  Uij Iij  t  Sij j Sij  t 
となり，業者が消費者から預かる消費税額 T との差額が益税額となる。































 Uij Iij  t 
となり，業者が消費者から預かる消費税額 Tij との差額が益税額となる。
Tij TijSij t  Uij Iij  t Uij Vij  t  Uij Iij  t  Vij Iij  t
また，事業者免税点制度についても簡易課税制度と同様，各産業，各資本金区分における免税事業
者数を把握する必要がある。




① 簡易課税制度による益税額 ６，４４６ ７０ ７０
② 事業者免税点制度による益税額 ２，３２７ ２５ ９５
③ その他の益税額 ４１４ ５ １００
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